


目次

2

１．課題認識

２．過去の災害で発生していた課題整理

２－１ 平成３０年に発生した災害

２－２ 過年度に発生した災害

３．都道府県における防災研修実施状況

４．災害時の職員に必要な能力の整理

５．人材育成の基本的な方向性

６．職員の防災人材育成に向けた論点



＜三重県で実施している県職員向け防災研修＞
（階層別）
○新規採用職員研修（研修ｾﾝﾀｰ、1時間）…県の防災対策、心構え
○新規採用職員研修（研修ｾﾝﾀｰ、1日）…消防学校で礼式、初期消火、搬送
○新任所属長研修Ⅲ（研修ｾﾝﾀｰ、半日）…自衛隊の情報分析、方針立案手法
○課長等防災研修（災害対策課、半日）…被災経験職員の講演、簡易図上訓練
（役割別）
○新規防災担当者向け研修（災害対策課、1日）…法令、災害対応全般、県の役割
○各種専門研修（担当所属）…緊急派遣チーム説明会、災害救助法説明会など
○総合図上訓練、統括部図上訓練など（災害対策課、各1日）…ﾏﾆｭｱﾙ・計画の検証、課題抽出

＜三重県で顕在化している課題＞

• 平成２９年台風第２１号における緊急派遣チームや地方部職員の業務内
容の理解不足に伴い、被災地の情報が本部へ入らず、知事から「避難所
の場所や危険個所など、地域特性をしっかり事前に勉強しておき被災現
場の的確な把握と、把握した情報をふまえた迅速な災害対応ができるよ
うにすること」といった指示事項が出された。

• 図上訓練において、災害対応の必要性や意義について理解が薄いため、
事務分掌にある業務だけを行う傾向にあり、訓練評価者である三重大学
川口准教授から、「マニュアル志向が強い」との指摘を頂いた。

※上記の課題は主に一般職員層で発生

現在の職員研修では不十分 体系的な職員研修が必要

研修の実施体制・企画力・予算が不足していることに加え、人材育成の方向性が不明確

兵庫県初代防災監
齋藤先生の講演

災害対策活動に支障が生じている

１．課題認識
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２．過去の災害で発生していた課題整理

課題 被災自治体の状況 支援内容 対象 考察

 災害発生後
の具体的イ
メージの欠
如

 地域防災計画に定
められた業務のみ
実施

 量的報告で被災地
を判断

 過去災害の
被災者の状況

 現地ヒアリング
結果（質的情
報）の伝達

 被災自治体の防
災部局

 府県リエゾン
 応援自治体リエ

ゾン

 質的情報の重要
度の判断には知
識・経験が必要

 災害対応の
全体像の把
握ができな
い

 先行きが見えなく
不安

 地域防災計画に定
める各業務は実施
するものの、関係
部局との調整がな
されない

 内閣府作成ガイ
ドライン・手引
きの提示

 各業務間の関係
性の説明

 被災自治体防災
担当

 府県リエゾン
 応援自治体リエ

ゾン

 各個別業務が災
害対応全体のど
こに位置付けら
れるかの理解

 本部運営に
ついての理
解不足

 同上  本部会議運営手
法の紹介

 事務局レイアウ
ト事例紹介

 プロジェクト
チーム事例紹介

 被災自治体防災
担当

 被災自治体幹部

 「統制」に加え
て「調整」の重
要性の理解

 課題を発見でき
る分析力の醸成

 各個別業務
内容の理解
不足

 業務内容自体の理
解度が低い

 業務を実施する体
制が構築できない

 被災経験がある
自治体の対応事
例紹介

 経験者紹介

 各個別業務担当  平時に関与しな
い業務（演習が
必須）

 体制構築段階の
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２－１ 平成３０年に発生した災害 <被災自治体への支援内容から見える課題>







３．都道府県における防災研修実施状況
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○災害対応の全体像…「自らの都道府県の防災対策について」「初動対応」が多い
危機管理部局職員を対象としている研修が多い

→業務説明程度の内容である可能性が高い
○個別業務は各所属で実施していることが多く、本来はもっと割合が高くなる

○災害（被災）イメージに係る研修が少ない
→一部の都道府県では、「災害エスノグラフィー」
「クロスロード」「ＨＵＧ」など災害後の状況を
イメージできる研修を取り入れているが、
全般的には少数。

※「災害エスノグラフィー」…実際に災害対応を行った職員等
に対して当時の災害対応についてｲﾝﾀﾋﾞｭｰを行った結果を
用いて、教訓や知識を個人ﾜｰｸやｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸを通じて学ぶ

※「クロスロード」…阪神・淡路大震災で神戸市職員等が実際に
直面した「災害対応のジレンマ」をカードゲーム化した
もの。 ルールは、設問に対しYesかNoか決める

※「ＨＵＧ」…避難所運営ゲームの略。避難所の出来事や避難者
対応をゲーム感覚で模擬体験する

分野別研修時間











これらを踏まえて
どのように進めていくのかが課題 13

<防災人材育成（研修）を推進できない主な理由>
※H24.10消防庁調査「地方公共団体の防災に関する職員研修に係る調査報告」

都道府県の自由意見より抜粋

・研修を継続的かつ体系的に実施できる体制をどう構築していくかが課題

・外部講師を確保するにも、予算の確保が困難。

・体系的に研修を行うためのマンパワーが不足している。

・職員が主体となって研修を開催するにもスキルの習得時間の確保が困難。

・研修講師自身が新任防災担当職員であることも多い。

・長時間の研修では業務に支障をきたすとの受講者からの意見もあり、

研修に割く時間や開催回数が限られている。

・一般行政職員の場合通例３～５年で人事異動してしまい、組織全体として

防災力が向上する体制にはなりにくい。

６．職員への防災人材育成に向けた論点
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６．職員への防災人材育成に向けた論点

【論点】「防災の日常化」の観点から防災人材育成に
関して平時の県政にどのように組込むのか

（事例３：実施主体を防災担当部局以外に設定）鳥取県
地域防災計画の予防編に、「防災に係る研修に関すること」は、
職員人材開発センター（総務部行財政改革局）の所掌事務として記載

（事例４：防災担当部局以外が実施する研修に防災研修導入）徳島県
人事部局主催の階層別研修の一部（主任主事級、主任級）で防災研修を実施
新規採用職員研修として全員に防災士資格を取得させるための研修実施

（事例１：地域防災計画＜法定計画＞へ育成意義を記載）福島県
すべての職員がいざという時に防災担当となることを前提に、各人が日常業務と
異なる災害時の担当業務やその実施体制について熟知することが求められる。」

（事例２：地域防災計画＜法定計画＞へ育成手法を記載）熊本県
「被災地への職員派遣を積極的に行い、災害対応で得られたノウハウや
経験を職員全体で共有できるよう努める」

※兵庫県や鳥取県は被災地への職員派遣を積極的に行っている
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６．職員への防災人材育成に向けた論点

【論点】「防災の日常化」の観点から防災人材育成に
関して平時の県政にどのように組込むのか

（方向性①：防災人材育成を推進していくための環境整備）
人材育成のための基本的な方向性を示した指針となるものを策定

（方向性③：現在実施している既存研修へ防災に係る研修を導入）
各部局が主催する各種研修の一部で防災研修を実施

三重県防災対策推進条例、三重県地域防災計画に基づく
「三重県職員防災人材育成方針（仮称）」の策定

各所属で実施する研修に「災害エスノグラフィー研修」を導入

階層別研修の一部を防災研修として実施できるよう働きかけ

各部局が実施する既存研修の演習シナリオとして「災害時」を導入するよう
働きかけ

（方向性②：被災地や災害対策本部活動経験などから学ぶ姿勢）
災害（被災）イメージを向上させるため、被災地や本部活動から学ぶ

防災対策部以外の部局も含め、被災地への職員派遣を積極的に行う

警戒体制の段階から他部局の配備要員が同じｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝﾙｰﾑで活動する


